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オプティマ・ジャパン株式会社（A）

　「パーソナル・コンピューターのビジネスには色々なフェーズがあります。システム・

ソフト・ビジネス（OEMビジネス）というのは、新しいハードウェアが出たときには完

全に準備が終わっていなければならないんです。その後の波として、その上で動くアプ

リケーション・ソフトが現れます。もし、ビジネスがアプリケーション・ソフトの小売

販売（リテール）に依存しているなら、どのタイミングでパソコンの世代交代が起こっ

たか、いつも追いかけてつかんでいなければならないわけです。世代交代が起こった 

1年後にくる大きな波に向けて開発を集中させて、その 1本で稼がなければならない。

ですけど、システム・ソフトのOEMビジネスとアプリケーション・ソフトのリテール・

ビジネスは、2つのビジネスをうまく合わせてそのビジネスをやり続けることで相乗効

果が生じ、これ以上落ちることはないという安定した収入を維持することができるわけ

です。」（オプティマ・ジャパン社長高橋秀治氏とのインタビューより）

米国オプティマ社

　日本法人オプティマ・ジャパン株式会社の親会社である米国オプティマ社は、パーソナル・コ

ンピューター（パソコン）の発展と共に急成長した会社で、言語ソフトを中心としたシステム・

ソフトとワープロや表計算のようなアプリケーション・ソフトを開発して市場に提供している会

社であった。パソコンが広く社会で使われるようになったのに対応して、オプティマ社も、市販

の多くのアプリケーション・ソフトを効率よく働かせるためのシステム・ソフトをタイミング良

く市場に送り出してきたのであった。

　米国オプティマ社の業績は大きく2つの部分に分かれていた。第1はシステム・ソフト部門で
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あった。システム・ソフトのビジネスは、パソコン別の仕様に合わせたシステム・ソフトや言語

ソフトを各ハードメーカーに提供していくという「OEMビジネス」であった。OEMビジネスはラ

イセンス・ビジネスであるので、ライセンスしたメーカーがパソコンを1台売るたびにライセン

ス料がオプティマ社にはいり、加えて、開発費を償却した後には、売上は即キャッシュにつながっ

た。オプティマ社の成長を支えた高利益率はこの仕組みから生まれていた。

　第2の事業部門はアプリケーション・ソフト部門であった。この事業は個人顧客をユーザーと

して、小売店で販売するためのソフトを開発しマーケティングしていく事業であった。これまで

OEMビジネスを中心にしていたオプティマ社は、例えば将来ハードメーカーとの契約が更新でき

ないとしても、ソフトウェア会社としての力を発揮していくためにこの部門は重要なものとなっ

ていた。「オプティマ・アメリカ・シリーズ」の名称で親しまれているアプリケーション・ソフトは、

個人利用者の間で高性能で使いやすいと評判であった。

　米国オプティマ社は、以前から販売提携関係にあった日本のパソコン用ソフトウェア会社を買

収して、100％子会社「オプティマ・ジャパン株式会社」を日本に設立した。日本法人の社長となっ

たのは、そのソフトウェア会社の開発本部長であった高橋秀治氏（36歳）であった。発足当時

の日本法人は、社員が 27名であったが、その後、年々増加し、設立後 2年たった 10月末には

90名となっていた。（資料1）

　米国オプティマ社の日本での戦略は、オプティマ・ジャパン設立当時から、他の海外拠点とは

異なっており、研究開発部門を持つのは日本だけであった。日本以外の海外拠点ではセールスと

サポートだけが仕事となっており、すべて米国の管轄になっていた。研究開発部門を持ち、市場

に対応した製品作りが大きな役割の一つになっているオプティマ・ジャパンは、オプティマ社全

体からみても特別な機能を持っており、「日本は特別」と米国の国際部門担当副社長も指摘して

いた。すなわち、本社からオプティマ・ジャパンに課されていた課題は、日本市場に合った独自

の製品開発と営業展開を行い、サポート方法などの独自性をいかに発揮して日本市場に影響力を

与えていくかということであった。

　米国本社は、日本での経営のやり方を高橋社長に完全に権限委譲していた。日本法人がオプティ

マ社の基本目標（一家に一台のコンピューターがオプティマ社のソフトで動いている社会の実現）

に向かっていれば、日本での独自の経営活動（日本に課せられた課題を具体的に遂行していくた

めのオプティマ・ジャパンの理念、ガイドライン、具体的な仕事のやり方、組織の構成、規模等）

はすべて社長にまかせていたのであった。
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オプティマ・ジャパン社長：高橋秀治

　ケースライターは、現在のオプティマ・ジャパンについて、社長の高橋秀治氏にインタビュー

を行った。高橋氏は、大変に頭脳明晰な人物で、技術的にも社内で最も優れたものを持ち、かつ

行動力もあった。まず、米国オプティマ社の概要と特徴について伺いたいというケースライター

の質問に対し、社長は、早口で立て続けに次のように語った。

高橋：　「アメリカのオプティマ社はガラス張りの会社だということです。例えば、若いベンチャー

の会社が大きくなっていく途中といいますとね、どういうプロセスで普通の会社になるか、若い

会社であり続けるかということは非情に重要な要素であると思うんですね。ベンチャーと呼ばれ

ている会社はたくさんありますが、百人とか千人とかの節目を迎えたときに、会社の組織を作る

のに失敗したり、普通の会社に成り下がってしまっては、五万人、十万人の会社に勝てるわけな

いですね。オプティマというのは非情に若いスピリッツを持ちながら、会社の組織を作っていく

ことに成功した会社で、それが非常に珍しい部分といえます。

　オプティマが30人の時から、今ちょうど2,000人になりました。私もそのプロセスをずっと

見てきて、例えば会社の縦の中でどういう意思伝達をしていこうかとか、どういう思想を持ち続

けるか、なおかつ、組織体をどういうふうに作っていくかというところが非常にユニークで、そ

れこそが2,000人の組織体で活性化し続けている大きな秘訣だと思います。オプティマ・ジャ

パンも今ちょうど90人となっていますが、そのプロセスと同じことを体験しているということ

が現実です。

　ガラス張りの組織というのがどういうふうにできあがっているかというところをお聞かせしま

すと、人事考課のシステムというのは自分が自分の評価をレイティングとコメントに分けて評価

するんですね。自分自身を5段階に評価して、ボスにあげる。それに対しボスがコメントする。

それをスタッフ全員にみせる。そして、最終的にレイティングとコメントをレビューして双方が

サインする。いい部分、悪い部分を個人と会社の間で確認しあうというプロセスができるのです。

目標の設定と期待感の確認をはっきりさせる。仕事の守備範囲は何なのか、この期間の間に何を

達成するべきなのかということを、会社と個人との間で確認しあいながら一人一人が全部やり遂

げているというところが会社の中の活性化とつながっているのではないか思います。

　しかし、そういうことをしたときには、会社が余りにも形骸化した縦の構造になってですね、

何もかも承認を取らなければならないということになってしまうんですね。それをぶちこわすた

めの組織がある。これが電子メールシステムなんです。会社の全ての人間の机の上にパーソナル

コンピューターがあってそれが全世界とつながっているんですね。電子メールシステムというの
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は、国と国、部と部の間をつなぐファクシミリとか電話とかテレックスに代わる通信手段じゃな

いんです。これは、その人のメッセージがどういうレベルで誰に伝達するかという縦の機構をぶ

ちこわすための道具でもあるんですね。

　会長のトム・ラインハートは、「会社が権限の委譲とか縦の構造を持ちながら、ある意見に関

しては全員が同じレベルで話し合うためには、そういう組織の構造をそのまま動かしてもダメな

んだ」という話をします。そういう組織、縦の構造を持ちながら、同時に電子メールシステムみ

たいな内側からのガラス張りのシステムを使って、情報の重さとかスピードを全員が享受してい

るというのがオプティマの内側の特徴であるといえます。

　コンピューターの業界の中には、プログラムと同じく人も使い捨てにするところがあります

が、オプティマの人の管理というのは、そうではありません。そこで作られた瞬間風速的なプロ

グラムの機能に期待しているのではなく、歴史的な中で、その人間の価値だとか、その人間が作

り出したものが、プログラムを作る人間全員に、そして売上全体に貢献しているということです。

アメリカでも日本でも、天才プログラマーがファミコンで一儲けして都内に何件もマンションを

持っているとか、どこぞのソフト会社はゲームで一儲けして、社員全員がポルシェをもっている

とか、そういう話はこの会社には絶対にないのです。」

ケース・ライター：　「世界のオプティマの中での、日本のオプティマ・ジャパンの位置づけと、

その組織を作っていくことをどういうふうに考えていますか？」

高橋：　「他の国、例えばフランスにもオプティマという会社がありますが、これはほとんど商

社機能です。商社機能とは、米国で作り上げた製品を米国に留学しているフランスの留学生をつ

かまえてきてその国の言語になおして、箱もフロッピーディスクもコピーも印刷もアメリカかア

イルランドでやる。できあがった完成パッケージをフランスにおくる。一番大きな施設として倉

庫があって、そこからパレットに乗せたものを箱として売っていくのです。

　ところが日本では、日本の製品は日本で作っていきたいのです。内容も日本独自の開発機構を

作って日本のための製品を作り、日本独自に開発した箱にいれて日本で販売しています。日本で

は特に市場が各国より複雑であるために、単純にテクニカル・ライセンスという指定だけではな

く、メーカー対応の特殊部隊が必要になるわけです。

　日本での初めの段階で、いちばん大きな部分であったというのは、米国本社のオプティマが日

本に土足で入ってくるということは絶対に防がなければならないということでした。日本から身

を固くしていったフェーズです。彼らの勝手にやられちゃいけない。日本は日本流のやり方で、

自分に全部任せてくれるなら自分はやってもいいと、オプティマのカルチャーをある意味で半分
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拒絶していた時期ですね。その間というのは自分自身の城を作るという意識が強いです。しかし、

アメリカ人にはできないからと、日本人が日本人の心で日本語化をしている範囲では、ジャパ

ナイゼーションのもつ意味というのはアメリカ・カラーのものなんです。次の期間は、アメリ

カが各国に乗り入れるという意味でなしに、地球規模で考えているから自分達は世界で最良の

ものを作っている、その中で日本も一緒にやろうやと言っていることがわかってきたときです。

世界で同質のクオリティーであれば、それを日本で作っていようが、一定の品質を実現できる

というレベルにくるということです。日本の市場がどういうコンディションか、アメリカ人に

充分説得して、必要があれば日本人だけで作れないだろうかと。

　細かいことは全部任せると言ってくれても、日本の給与水準、ボーナスの制度、退職金とい

う慣行や家賃の礼金敷金というようなものが全く理解してもらえない。そのような部分での相

いれないカルチャーはお互いに説明し、積極的に無視してから、認め合うというフェーズとい

うのがあってですね、そういうプロセスを経て融合していったということです。

　オプティマの組織の縦の構造からいうと、会長がいて、社長がいて、国際部の副社長がいて、

極東担当のディレクターがいて、私がいるという組織になっているんです。例えば、私の下に何

人かいる中のひとりが、日本のパソコンメーカーといっしょに打ち合わせをするとします。そ

れについてトム（会長）の意見を聞いてみたい、社長、上層部の意見も聞いてみたいというとき、

もし、「はんこ」を付いてレポートを回していったら3カ月ぐらいかかるんです。ところが電子

メールだとその瞬間にこういうことを話し合って、これは全社員に非常に重要なことであると

思ったら全社員に対して同時に発信をする。メッセージを同時に会社の組織を壊して発信する。

お互いにメッセージを発信するその瞬間というのは全員が対等な立場で語り合っていいという

場をいつも設けているのです。と同時に、意思決定をするその瞬間はその権限を誰かに預けて

いるということに関して、その上にいる人間もその権限を絶対に侵害しないんです。」

オプティマ・ジャパンの組織

　現在のオプティマ・ジャパンの組織は資料2のようになっていた。図中で、「第 1」という名

が付けられているのは、事業部門でいうリテール担当部門を意味し、「第2」が OEM担当部門を

意味するように使用されていた。

　リテール部門は第 1営業部と第 1技術支援部、及びマーケティング部に分かれていた。第 1

技術支援部は、小売販売前の商品テスト、販売後の顧客からの電話、手紙等による問い合わせに

対しての対応、日本市場に合わせた商品のプロダクト・プランニング、開発も行っていた。しか

しマーケティング部の場合は、その名の意味するところとは異なり、広告宣伝、小売向けのマニュ
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アルやパッケージの用意を行っていた。

　OEM部門は第2営業部のみであった。今年の夏までに第2技術支援部として存在していた技術

部隊が、この営業部に吸収された。この変更は、ハードメーカーを相手とした営業担当者にとっ

て、より高い技術的な素養が必要となったためであった。OEMの契約は米国の法務部と完全に一

体で動いていた。

　日本法人の特色である研究開発部門は、すべて技術者で構成されていた。彼らはアプリケーショ

ン・ソフト担当者とシステム・ソフト担当者に分かれ、アメリカで開発したソフトウェアを日本

の市場に合わせていく者と、日本市場のために開発している者とがいた。

　財務部は会社の管理部門で、総務、経理、財務及び、採用教育を除いた人事を担当していた。

社長室は、社長の補佐の役割を果たし、これまで社長が行ってきた採用、教育についても担当し

ていた。

　公式的な組織としては、オプティマ・ジャパン設立当時と2年後の現在とは大差が無かったが、

人員構成が今年に入って急激に増大していた（資料1）。昨年の60人くらいの時代までは、会社

内の階層構造は、社長の下はすべて横並びであった。全ての意思決定が社長まで上がり、社長か

らダイレクトに戻っていった。部門間の調整についても同様で、まず社長に問題が上がり、社長

が解決策を担当者に指示していた。会社内のことは全て社長の頭の中に入っていた。部長席も、

組織図上はあっても、実際にはほとんど社長が兼務していた。毎週月曜日には社員の大部分を集

めた連絡会議が開かれていた。

　オプティマ・ジャパンには、現在でもオプティマの前身であったソフトウェア会社からの社員

が10数人いた。その会社の特徴は「組織のない中での仕事の遂行」という体質をもっていたこ

とであった。買収当時から現在のオプティマ・ジャパンに継続して勤務していた社員は、今もこ

の体質を仕事に対して持っていた。インフォーマルな情報の流れは、そのソフトウェア会社出身

者とそれ以外の人というように、ともすれば分かれてしまいがちになる傾向もあった。

　会社が急拡大しているために、新規学卒採用だけではなく、業務の必要に応じて、様々なバッ

クグラウンドを持った30歳前後の人の中途採用も行っていた。しかし、業務が拡大するために

技術者が不足しており、採用は遅れ気味になっていた。社員の年齢構成は 30歳前後に集中し、

ほぼ全員が26歳から 34歳であった。

　当社の人事制度をみると、米国の制度を日本に横びきしたものとなっていた。米国の従業員は、

エグゼンプト、ノンエグゼンプト、コントラクト、テンポラリーの4タイプに分かれていた。「エ

グゼンプト」は年俸制で、時間外給与はないがボーナスが出た。「ノンエグゼンプト」は、時間

給制であるので時間外給与は出るがボーナスはなかった。「コントラクト」は年間契約者で、「テ

ンポラリー」は短期契約社員であった。
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　基本的に日本では、正社員にとって時間給の考え方が馴染まなかったので、社員はほとんどが

エグゼンプトとなっていた。しかし、給与を単純に12で割ると日本でいうところの生活給とし

ての賞与が出ないので、年収を 17で割り、月額とは別に賞与として 5カ月分を支給していた。

また、年俸制であるので時間外給与は支給されなかった。当社の給与水準は、外資系の大手コン

ピューター会社よりは低いが、日本の中小のソフトウェア会社に比べると高いものであった。ま

た、若い独身を中心とした人材を採用してきていたので、これまで、給料は比較的高く感じられ

てきた。しかし、今後、若い社員が結婚し、生活給が必要となってくると、残業についての不公

平感や、他社と比較したときの福利厚生、あるいは手当という生活面での援助の不足感といった

ものが出てくる可能性は大きかった。よい人材を大量にほしい当社としては、今後採用に際して

魅力的な人事制度を作っていくことが必要であったが、そのときに米国とどのような調整をとっ

ていくかが大きな課題であった。日本の社員がどのようなタイプ別の社員構成になっているかは

本社に報告され、これまでも、日本の人事制度と米国の人事制度が全く異なるということを米国

に理解してもらうためのかなりの努力がなされてきていた。

オプティマ・ジャパンの事業展開

　小売中心にアプリケーション・ソフトを売る「リテール」事業では、米国本社の「オプティマ・

アメリカ・シリーズ」というアプリケーション・ソフトを、日本市場に馴染むようにマニュアル

やパッケージを組み替え、「オプティマ・ジャパン・シリーズ」という日本語版にし、日本で個

別に値付けして、日本の流通マージンで日本のソフト小売会社に直接納めていた。この場合、販

売高の何％かをロイヤリティーとして、円をドルにしてアメリカに送金して支払っていた。

　もう一つの「OEM」事業では、システム・ソフトと言語ソフトをコンピューター・メーカーに

テクニカル・ライセンスしていた。相手先となるメーカーは日本国内の50社ほどであった。主

要コンピューター・メーカーの他、ミシン、タンカー、工場自動装置などのメーカーとも取り引

きがあった。

　このOEMビジネスでは、ソフトウェアの著作権が米国にあり、日本でライセンスするための

助言をしてコミッションを全部決めたとしても、契約は米国と日本のメーカーという形となり、

オプティマ・ジャパンには一定率のコミッション料のみが米国から入ってくる仕組みであった。

このビジネスでは、オプティマ・ジャパンの役割は日本の商習慣に合わせるための調整であり、

集金機能は持っていなかった。

　もともとオプティマ・ジャパンは、本社からのコミッションしか入らないOEMビジネスが中

心となっていた。これは、オプティマ・ジャパンだけでなく、米国オプティマ社もその始まりが
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システム・ソフト・ビジネスから来ていたため、同じ体質を持っているからであった。OEMビジ

ネスは、コンピューターメーカーを相手として、一つの大きな契約の後は、その関係が長く続い

た。しかしこれだけでは、長期的にみたときの市場の大きさや発展性から見て、事業規模の拡大

と収益の拡大を大きく望むことはできなかった。そのために、このシステム・ソフトの下で動く

アプリケーション・ソフトの開発が必要となってきたことは、米国の事情と同様であった。米国

の事業配分はすでに、システム・ソフト（OEM）とアプリケーション・ソフトがほぼ2分の 1ず

つの割合となっていた。

　OEMビジネスと小売販売アプリケーション・ソフトのリテール・ビジネスの間には、ビジネス

のやり方、性質に大きな差があった。OEMビジネスは、コンピューター・メーカーを対象として、

1回の契約がとれれば数十億円のビジネスが何年か続くことになった。一方、アプリケーション・

ソフトを小売りするリテール・ビジネスの場合には、販売対象がエンド・ユーザーであり、販売

方法、販売後のサポートも、対メーカーとのOEMビジネスとはまったく異なる不特定多数への

対応方法が必要となった。

　日本法人オプティマ・ジャパンも、米国と同様に両社のバランスのとれた事業配分となること

が、本社から求められていた。このためにも、これまでの米国の開発したソフトの販売から、日

本法人オプティマ・ジャパンとしての独自の商品の開発が待たれるようになっていた。OEMによ

るシステム・ソフトの供給だけではオプティマ・ジャパン自身の大きな業績とはいえず、日本市

場向けのパッケージ・ソフトの販売を伸ばせば、オプティマ・ジャパン独自の実績となるのであっ

た。

　日本法人設立後はアプリケーション・ソフトの発売やバージョン・アップ、日本語化による利

便性の追求も行っていた。これらの活動もパッケージ・ソフトを重視する方向の表れであった。

　第1技術支援部長によれば、1、2年先の日本独自の小売製品のプランニングを行い、具体化

した時点で、担当者及び日本と米国の開発部隊が共同で製品化作業を行うという体制が作られて

いた。しかし、現在これを開発する製品計画グループは2人だけで、人員が不足しているのも事

実であった。

　人員の不足は、会社全体にもあてはまった。第1営業部の人員は現在16人であるが、この人

数で、企画、流通営業、パッケージの仕事を行っていて、すでにアプリケーション・ソフトと

して販売されている「オプティマ・ジャパン・シリーズ」の12種類の製品をカバーしなければ

ならなかった。また第 1技術部のユーザー・サポート・グループの人員は 7人で、この人数で 

1カ月当たり約 3千件の電話問い合わせと、150通にのぼる手紙の質問を処理していた。「人員

は順次増強していきたい」という部長の声はあるが、実際には、なかなか採用担当である社長の

目でみて充分といえる人は少なく、面接した40人の内 1人しか採用できないというのが現実で
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あった。

　リテールの仕事は、オプティマ・ジャパンの組織の様々なところに分散していた。まず、開発

については、人数的に不足気味で、技術者は研究開発部と技術支援部の両者に存在していた。商

品企画についてはマーケティング部にも担当者がいて、日本独自の商品についての製品の計画を

立てていた。米国で開発されたソフトのパッケージ、マニュアルの日本語への対応もマーケティ

ング部が行っていた。リテールの営業については、販売前の営業は第1営業部が行い、販売後の

ユーザーからの苦情処理対応はマーケティング部が行っていた。リテール商品の色々な情報を収

集し、客観的な立場からマーケティング戦略を立てる役割を果たしていた部署はなく、現在のと

ころ、全般的なまとめ役は社長となっていた。

　オプティマ・ジャパンは、日本のメーカーに対するオプティマ社の窓口として全方位的な立場

をとっており、中立的立場になくてはならなかった。一方、その中で独自のアプリケーション・

ソフト開発を進め、特定機種に向けたソフトを売って行かなければならず、OEMビジネスとリテー

ル・ビジネスの2つの面を使い分けていくという課題をも合わせ持つようになった。

組織の急拡大

　オプティマ・ジャパンの組織人員は、昨年7月には 59人であったが、今年の10月末には 90

人になっていた。このため、昨年まで1層であった組織も、「社長←→部長←→課長←→第一線（主

任、一般役員）という3層組織に公式組織上は変わった。

　しかし実際には、今だ一層組織の名残が様々なところに現れていた。部長席6つのうち、財務、

研究開発、マーケティングの3つが空席となっていて社長が兼務していた。しかも全ての書類に

は社長が直接「はんこ」をついていた。懸案事項が部長から社長に上がりそこからか関係者に指

示が出るよというように、社長が社内のコントロール・タワーとなっていた。

　高橋社長は、インタビューの中で、組織が拡大する時のマネジメントについての考えを一気に

語った。

高橋：　「自分はこの業界で企画、営業、管理を一通り経験しました。そのために、自分の一番

悪いクセというのは色々なことに首をつっこみたくなることです。自分のマネージする範囲が

キャパシティーを超えたときに、自分の一番愛していたものをいかに切り捨ててその権限を委譲

していくかという歴史だと思うんです。

　社長になった最初の1カ月っていうのは、部長なしで私が財務、経理、営業、開発全部一人で

切り盛りしてましたが、これはまずいということで、採用面接を始めたのです。4カ月の間に各
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部に1人ずつの部長をいれていくということをやりました。しかしその段階では、ポジション

としてはその人間を立てたけど、自分自身が完全にその人間に権限の委譲をできませんでした。

この会社のカルチャーというのは縦の構造があっても、それを打ち破ってお互いの間で語り合う

のはいいことだというのがあったのです。しかし、特に社長というタイトルが付いた場合、昔か

ら知っている人たちは社長というタイトルを外して同じレベルで話してくれるのですが、新しく

入ってきた人というのは違うのですね。私自身がその人との議論に入ることもできずに、ただ

聞かなければならないということに耐えられないという部分があったのです。1年ぐらい。たぶ

んその時は私には自覚症状はなく、いまから思い返すとはた迷惑だったろうと思います。まだ

右も左も分からない部長が責任を負わされ、自分の職務について勉強しようとしているときに、

ちょっと分かっている人間が口を出してぐちゃぐちゃにしてしまったところがあった。

　組織の形が悪かったのではないということです。新しく入ってきた部長に対して自分が耐えき

れずに口を出してしまったのが悪かった。その時点の組織から今は大きく形を変えてはいない。

そのかわり、部内のまとまりと部間の協調をどういうふうにとっていたらいいか、例えば会議

の持ち方、意思決定権を誰にどういう形で預けるかということについて、今ちょうど調整を図っ

ているところです。

　ある時、開発部長がこの会社を辞めて、その後の人の採用のために自分のおめがねにかなう人

間を50人、100人とインタビューしたのですが、結局見つからなかった。というのは、その人

間にうちの会社の開発を全部任せて、自分の一番いとおしいものを預けなければならないので、

自分と同じ領域でぶつかってきたら自分は絶対に勝ちたい。自分がカバーできない領域で自分

より優れていないと任せられない、と思っていました。しかし、自分が50人、100人とインタ

ビューを続けてきて、何で見つからないのか。それは、最初から自分を乗り越えた人間がいたら、

社長をやっているはずじゃないかということだったのです。自分を最初から乗り越えた人間を見

つけようというのが間違いなんです。自分が愛しているものを手放すことを自分が内心で拒否し

ている証拠じゃないかと言われたんです。それは自分で認めたくない部分なんだけど、実は自

分で認めなければいけない。それでもの差しを当てはめなおして、人を探したら、すっと見つかっ

たわけです。」

拡大組織への脱皮

　急拡大して行かざるを得ない組織のマネジメントを効果的に行うために、高橋社長は今年の3

月に濱石満（みつる）氏を社長室長として招聘した。濱石氏は情報機器メーカーで約20年の経

験を持ち、海外営業の経験もして、管理者として活躍していた人物であった。高橋社長は濱石
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氏に、よりよい組織作りのための仕事をしてもらおうとしたのであった。

　濱石氏は、最初の仕事として、自由記入式の社内アンケートを4月に行った。このアンケー

ト調査の目的は、オプティマ・ジャパンで実際に働いている人たちがどのような問題意識を持っ

ているのかを聞くと同時に、それへの解決提案を集めるためであった。その結果が大まかにま

とめられたものが資料3である。そこには、急拡大しているオプティマ・ジャパンの組織での

社員の意識が現れていた。

　大きくまとめてみると、まず、仕事の量については、人手不足が指摘されていた。組織の目標、

権限については、はっきりせず、社員に権限がないという意識であった。会社が社員を育てると

いうよりも仕事をこなしていくほうに力を入れていることに対しての不満がみられた。アンケー

トの回答内容は問題点の指摘と同時に、現在自分が持っている不満の表明ともなっていた。

　また、アンケートには、問題点の指摘と共に、どうしたらよいのかという解決提案を記入し

た者もいた。記入者が各々自分の仕事の中での解決案を考えているので、これらの提案は仕事

の現状を反映したものとなっていた。各部署で、ルール作り、情報の経路作り等これまで漠然

と進めてきた仕事の流れを一度はっきりさせたいという気持ちが現れていた。また、動きの早

い業界の中にいて、その流れについて行くための対症療法としての提案がめだっていた。

　しかしこのアンケートは、集計したところで止まってしまって、それ以後の社長室としての

活動に発展していかなかった。この点について濱石氏は次のように述べていた。

濱石：　「今はどんな課題があるのかというのを自分なりに理解しようとしてアンケートをやり

ました。その中で、こういうふうにしたらどうですかということをいろいろな人に持ちかけたわ

けです。しかし結局、みんな忙しいし自分の城があるので、そこに外から来たばかりの人間が

何か言って、抵抗に遭ってしまいました。私は、アンケートに現れたことを解決するために３

層組織の徹底をしなければならないと考えたのですが、それはまちがいないと思う。私の経験

してきたことと、この会社に今いる人が経験したことの差というものには大きいものがありま

すから、ここにいる人達には見えないで、私には見えていることをやるというのは私にとって

一番大きな仕事だと思うんです。反発を食らって考えたことは、これからは一つずつ何かの形で、

こういうふうにすればこうなりますね、というようにやっていくしかないと思っています。」

　その後、濱石氏は組織内に向かって仕事をするときには、「社長の命令による」という形にす

るか、あるいは、命令は社長自身が行って、実際の作業の指示は濱石氏が行うという形をとるよ

うになった。しかし、抵抗がなくなったわけではなく、濱石氏自身の言葉によれば次のようであっ

た。
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濱石：　「社員からの抵抗は、直接私のところには来ませんが、社長のところにはだいぶそうい

う情報が入っています。今は、情報が社長に直接入って社長から出ていくという構造がありま

すね。その中で動いていますから。」

　社長と濱石氏は、今年の7月に、それまでは主任以上が全員参加していた週 1回の会議を月1

回 1時間の会議に変更し、代わりに部長以上の会議を週1回開いていくことを決定した。社長は、

この部長会を単なる連絡会議ではなく社内の決議会議と位置づけようとしていた。しかし実際

の会議では、積極的な発言はほとんどなく、部長間の議論もみられなかった。社長としては、週

1回の部長会議を意思決定機関と位置づけることによって、たとえば部長間の問題についてはこ

こで調整してもらえるようにして、各部長の経営者としての意識を築いてほしいと考えていた。

しかし実際は、部長は各部の間に起こる問題についても「喧嘩」を避け、社長に解決してもらう

という、これまでのやり方から脱することはできていなかった。理想的には、社長に聞かせる

前に各部間で相互に議論をして、調整し、その承認を得るために社長のところへ持っていくと

いうのが階層別組織の機能であるのだが、オプティマ・ジャパンの中には、相互調整のためのルー

ルがまだ確立されていなかった。議論はともすれば感情的な喧嘩となってしまう可能性があり、

部長たちの中に、「波風をたてたくない」、「自分の城は守っていたい」という意識が生じて議論

には至らず、これまでどおりに社長になんとかしてほしいという意識が働いていた。

　この会議体制の変更について、社員の中には、「今までは毎週一回、社長と直に話ができてい

たのに、今ではなかなか社長と話ができなくなってしまった」という不満もあった。社長も「こ

れまでのようになんでも相談してもらえない」という寂しさがあり、なかなか当初の計画通り

にはいかないというのが現実であった。

新しい試み

　今年の10月に、6カ月ごとのラインハート会長の来日があった。社長と部長たちによって年

2回開かれるオプティマ・ジャパンの戦略会議に出席するための恒例の来日であった。その準備

段階で、各部長から出てきた会議資料を見た社長の高橋氏は、その内容が非常に薄くこれでは

本社を説得できないと判断し、今までと同様に自分で全ての資料をつくってしまった。部長か

ら提出されていた資料を英語に直し、ワープロにいれ、プレゼンテーション用のOHPを作成す

るといったこともすべて社長自身が行った。この方法は、本社を説得するには最も効果的な結

果を生むものであった。高橋社長自身が頭に描いているオプティマ・ジャパンのオペレーショ
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ンと今後の戦略の筋がすべて網羅され、しかも自分で作ったために、社長自身が説得しやすかっ

た。しかし、部長たちにとっては、自分自身でやったという実感はまったく残らなかったのに加え、

社長にとっても、なぜ自分がこんなことまでやらなければいけないのかという不満が残った。

　今年の12月に、米国で海外子会社を含むオプティマ全体の上半期のレビューと下半期の戦略

についての会議が開かれることになっていた。その目的は、日常的な仕事の中では捉えにくい

半年間の流れの分析をすることであり、オプティマ・ジャパンにとっては市場における自社の

ポジションを米国本社に認識させるという意味を持っていた。

　高橋社長と濱石社長室長は、今までどおりのやりかたでこれを準備していたのでは同じこと

の繰り返しになると考え、新しいやり方でこの会議の準備をしていくことにした。会議日まで

に時間の余裕をとって部長たちに準備をさせ、それを最終的に濱石氏がまとめてから、社長に

プレゼンテーションをし、社長がそれをチェックしてから本社の会議に出発するという予定に

なっていた。今回の試みは、一つの課題が与えられたときに、どのように解決していったらよい

かということを部長たちに経験させることであった。従って、前回のアプローチの方法とはまっ

たく異なっていた。

　もし部長たちの準備があまりレベルの高いものでなく、本社がそれに対して「おまえらは何

をしているのだ。おまえたちの部長クラスはこんなレベルか」と怒ったとしても、「今回は部長

たちの作ったものでやっていきましょう」と社長と濱石氏は話し合っていた。

　10月の時には、「いつまでにこれを出してくれ」ということを社長が指示しただけであった。

各部長から資料が出てくるまで、社長の意図と部長の意識の間にギャップがあることが分から

なかった。各部長が作ったものが社長の考えとは違うことが明らかになったときには、すでに

本番までの時間の余裕がなかった。今まで社長は、部長が作ったものを社長がチェックして部

長自身にできる限り直させたものを本社に出すという方法をとらずに、本社の意向に添えると

ころまで社長自身で改善してしまうという方法をとってきた。結果として部長たちは、自分が

提出したものとは異なる、社長が全面改訂した結果しか見ることができなかった。したがって、

各部長にとっては、本社会議のための資料を見たことがあったとしても、それは社長が作った

ものなのであった。このような状況では、部長自身が部門の長として経営者的な考え方を築い

ていくことは難しいと社長と濱石氏は考えたのであった。

　今回の12月の会議のための準備では、部長たちが作ったものを彼ら自身で改善するというこ

とになった。自分で責任を持って作るということは、自分で資料を見て、自分で考えることを

意味した。これは当社の部長にとっては初めての経験であった。

　この計画のタイム・スケジュールは資料4のようになっていた。11月 9日に社長から濱石氏

に対してこのようなやり方でいくという指示が出された。11月 14日の会議では、各部長に、各
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部ごとの提出資料に盛り込むべき内容が示されている指示書を含め、全部で 12ページの全社資

料が渡された。この資料は、12月の会議のエグゼクティブ・サマリーのフォーマットから始ま

る提出資料の目次の紹介と、各部長の担当する内容の説明について書かれていた。加えて、各

部の資料作成に際して前提となる市場、競争、販売状況、日本における製品差別化、研究開発、

組織についての過去の分析と、今後の目的と戦略についても書かれていた。この提出資料の最

終的なまとめ役は、前段のレビューの部分を濱石氏、後半の戦略については社長が行うことに

していた。

　11月 16日までに、各部の提出書類の検討結果をOHP5枚以内のアウトライン形式で濱石氏が

もらうことになっていた。濱石氏は各部から出たOHPをまとめ、全体の構成、書き方のポイント、

データの使い方、担当者、スケジュールを再検討して18日の部長会でフィードバックし、全体

的なすり合わせを行い、第4週中に再提出させる計画であった。（これ以後の計画は、資料4の

通りである。）

　各部長への提出依頼は、電子メイルで、「提出を忘れないで頼む」と、瞬時にして各部長に流

された。後は、そのフォローのために濱石氏が直接部長のところに行ったり、あるいは電話を

いれるという対応を各部長のパーソナリティーに合わせて行っていた。

　11月 14日の会議での各部長の反応の中には、「今まで社長がやっていたことをなんで我々が

やらなければいけないんだ。」という反発があった。しかし、前回の 10月の会議の時のやり方

が決してよいやり方ではなかったことは各人も分かっていたので、「またやんなきゃいけないの」

という気持ちはあったものの、「やらなきゃしょうがない」という雰囲気ができていた。

　しかしここでもまだ、濱石氏の苦悩は続いていた。11月 15日にケースライターが最終的にオ

プティマ・ジャパンを訪問したときのインタビューで、濱石氏は次のように述べた。

濱石：　「私は今、指示はしていません。私が当社に来たことに対するものすごい波風というも

のがあります。私がやろうとしていることが今までこの会社になかったことですから、『俺の仕

事をあいつまた増やしやがった』、『あいつがやれというだけで俺は仕事が増える』という声が

あります。ですから、社長が大変気を使ってくれていて、全部社長の指示でやっていて、私は

それを説明する立場です。非常に微妙なところです。

　これまでは部長の出したものを社長がすべて整えて本社に提出してきたので、部長たちは本社

から何もいわれず、自分たちの仕事はそれで済んだというように感じてしまっています。今度は、

部長たちに対して、自分たちでやったという実感と自分の部の長として経営者としての意識を

持って欲しい、と思っています。内容的には社長が一人でやったときの60％であっても、全体

的には100％以上になると思っています。」



15 90-89-5069



1690-89-5069



17 90-89-5069



1890-89-5069



19 90-89-5069



2090-89-5069



21 90-89-5069



不　許　複　製

慶應義塾大学ビジネス・スクール

共立　2011.1 PDF


